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要  約 

限界削減費用曲線は、排出削減目標を達成するのに必要な費用の見積もり、炭素税や排出量取引などにおける

検討材料、企業が排出削減を事業の意思決定に反映させるための ICP など幅広く利用することができる。限界削

減費用曲線の推計結果は手法によって大きく異なり、推計結果の利用の際にはその手法の特徴や前提条件などを

把握しておく必要がある。そこで、本稿では、限界削減費用曲線について、代表的な推計手法を紹介する。 

本稿では推計手法を大きくエキスパートベースとモデルベースに区分し、モデルベースは更にボトムアップモ

デル、トップダウンモデル、ハイブリッドモデルに分類した。そのうちエキスパートベース、ボトムアップモデ

ルおよびトップダウンモデルについて紹介する。 

エキスパートベースは専門家が試算した個々の GHG 削減技術に係る削減費用を用いて限界削減費用曲線を作

成する。ボトムアップモデルには様々なモデルがあるが、TIMER モデル、MARKAL モデル、TIMES モデルを紹

介する。例えば、TIMER モデルは段階的に課される炭素税を限界削減費用とみなして GHG 削減量との関係を用

いて限界削減費用曲線を導出する。また、トップダウンモデルはマクロ経済に主眼を置き、生産額や効用とGHG

排出量の関係などから限界削減費用曲線を導出する。トップダウンモデルでは、一般均衡理論を用いた CGE モ

デル（本稿では GREEN モデル、EPPA モデル、AIM/CGE モデルを紹介）と距離関数を用いた DDF モデルを紹

介する。 

本稿では、これらのモデルの特徴や使用例を紹介するとともに、推計手法（エキスパートベース、ボトムアッ

プモデル、トップダウンモデル）ごとの長所や短所を挙げて比較を行う。 



日興リサーチレビュー 

 
2  本資料は、信頼性の高いデータから作成されておりますが、当社はその正確性・確実性に関し、いかなる保証をするものではございません。本資料

は、情報提供を目的としており、投資勧誘を目的としたものではございません。証券投資に関する最終判断は、投資家ご自身の判断でなさるようにお

願いいたします。本資料の著作権は当社に帰属し、本資料の転用および販売は固く禁じられております。 

 

１． はじめに 

日本は2050年までに温室効果ガス（以下、GHG）の排出を全体でゼロにするカーボンニュートラル

の実現を目指すことを宣言しているが、その達成には巨額の GHG 削減費用が必要であり、炭素税や排

出量取引の導入により排出企業にその負担を求めることが不可欠である。ノーベル経済学賞を受賞し

た W.ノードハウス氏もその著書「気候カジノ」で GHG 排出という負の外部性を内部化する方法として

はその 2 つ以外に選択肢がないと指摘しており、2023 年 4 月時点で 73（前年比+5）の国・地域が炭

素税または排出量取引を導入している1。 

経済学的には、炭素価格（炭素税や排出量取引の価格）の理論値は一般に限界削減費用曲線2と限界

損害費用曲線3の交点として示される（図表 1）。これは、各主体が経済合理性に基づき、総損害額と総

削減費用4の合計額が最小になるように行動することを前提とした場合、その合計額が最小となる点が

2 つの曲線の交点だからである。 

 

図表 1 限界削減費用曲線と限界損害費用曲線による炭素価格の推計 

 
（出所）仏政府“The Value for Climate Action A shadow price of carbon for evaluation of investments and public 

policies”等より日興リサーチセンター作成 

 

ただし、現実の国や企業レベルの気候変動対策では、パリ協定等で採択された目標に応じて、具体

的な排出量（または排出削減量）の目標値を設定することが多い。このように具体的な排出量の目標

値が決まっている場合の炭素価格の理論値は限界削減費用曲線と削減目標値の交点として示される

 
1 世界銀行「State and Trends of Carbon Pricing 2023」。 
2  企業は削減費用が小さいものから削減していくため、排出量が減少（削減量が増加）するに従って、追加的な削減費用（限界

削減費用）は増加していく。 
3 排出量が増加するに従って、気候変動による追加的な被害（限界損害費用）は大きくなる。 
4  交点において左側の限界損害費用曲線より下側部分の面積が総損害額、右側の限界削減費用曲線より下側部分の面積が総削減

費用に相当。 
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（図表 2）5。こうしたことから、限界削減費用曲線は国や企業が排出削減目標を達成するために必要

な排出削減費用の見積もり、政府が排出企業に対して排出削減を促すための炭素税や排出量取引の政

策などにおける検討材料、企業が排出削減を事業における投資などの意思決定に反映させるためのイ

ンターナルカーボンプライシング（ICP）など幅広く利用することができる（2 つの推計手法の比較や

使用例は Appendix）。一方で限界削減費用曲線の推計には多くの手法があり、推計結果はその手法に

よって大きく異なるため、推計結果を利用する際には各手法の特徴や前提条件、適した用途などを把

握しておく必要がある。そこで、本稿では、限界削減費用曲線について、代表的な推計手法を分類・

紹介し、分類ごとの特徴を比較する。 

 

図表 2 限界削減費用曲線による炭素価格の推計 

 
（出所）仏政府“The Value for Climate Action A shadow price of carbon for evaluation of investments and public 

policies”等より日興リサーチセンター作成 

 

２． 限界削減費用曲線推計手法の分類 

限界削減費用曲線の推計手法は、様々な分野の専門家や実務者が試算した削減費用を直接用いるエ

キスパートベースと削減費用をモデルによって推計するモデルベースに分けることができる。モデル

ベースは更に、ボトムアップモデル、トップダウンモデル、ハイブリッドモデル6の 3 つに分けられる。

そして、トップダウンモデルは、応用一般均衡理論を用いた CGE モデルと、距離関数を用いた DDF モ

デルの 2 つが代表的なモデルであり、本稿ではこの 2 つを紹介する（図表 3）。 

 

 
5  炭素税を例に考えてみたい。限界削減費用曲線において、炭素税を「横軸の排出量（または削減量）目標値に対応する縦軸の

限界削減費用の値」に設定することで、排出量目標値が達成されることになる。なぜならば、仮に炭素税をこの値より高く設

定した場合、経済合理的な企業は負担の小さい限界削減費用を支払って排出削減を実施する（＝排出量目標値を超えて排出削

減が行われる）一方、炭素税をこの値より低く設定した場合、企業は排出削減をせずに、排出した分だけ炭素税を支払う方が

負担は小さくなる（＝排出削減が行われず排出量目標値は達成できない）からである。 
6 ボトムアップモデルとトップダウンモデルの混合モデル。 
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図表 3 限界削減費用曲線の推計手法の分類図 

 
（出所）日興リサーチセンター作成 

 

Misconel et al.[2022]は、1995~2021 年に公表された限界削減費用曲線に関する分類可能な 98 の

文献を調べた結果、22％がエキスパートベース、31％がボトムアップモデル、32％がトップダウンモ

デル（そのうち 23％が DDF モデル、8％が CGE モデル）、6％がハイブリッドモデル、9％が限界削減

費用曲線に関する理論研究だったと報告している。 

 

３． 推計手法と代表的なモデル 

3.1 エキスパートベース  

エキスパートベースでは、各専門家が試算した個々の GHG 削減技術（対策）に係る追加的削減費用

を用いて、限界削減費用曲線を作成する。具体的には、追加的削減費用の低い削減技術から実施され

る想定のもと、その技術によって削減可能な GHG 排出量と追加的削減費用の関係を連続的に表した曲

線が限界削減費用曲線となる（図表 4）。 
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図表 4 エキスパートベースの作成イメージ 

 
（出所）日興リサーチセンター作成 

 

追加的費用については、排出量を削減する新規技術とそれに代替される既存技術の設備投資費用

（投資回収期間を考慮）・維持管理費用等の差額に加え、省エネによって軽減されるエネルギー費用、

化石燃料の利用減少に伴う大気汚染防止や都市緑化などの副次的効果等がある場合はそれを差し引い

て算出される。なお、費用には実績値だけでなく、予測値を用いることも可能である。副次的効果は

推計が困難なためにその効果等を加味することができない場合もある。 

エキスパートベースは限界削減費用曲線の基礎的な作成方法であり、各国で使用されているほか、

日本では環境省[2001]、環境省[2012]や国立環境研究所[2009]などが利用している。また、企業が

ICP の推計に応用している事例もある。 

 

3.2 ボトムアップモデル 

ボトムアップモデルはある特定の分野（主にエネルギー分野であり、以下、エネルギーモデルにつ

いて記述）のみを対象としたモデルであり、個々のエネルギー技術の変化を記述することができる。

代表的なモデルとしては、TIMER モデルや MARKAL モデル、TIMES モデルなどがあり、本稿ではこ

の 3 つのモデルを紹介する。 

TIMER モデルは、オランダ環境評価庁（PBL）によって開発された IMAGE モデルに組み入れられて

いる。IMAGE モデルは経済活動と自然環境の相互作用に関する包括的な統合モデルであり、TIMER モ

デルはその枠組みの中で、各エネルギーの需要と供給における長期的な傾向を分析するために使用さ

れている。限界削減費用曲線は、モデルにおいて、段階的に課される炭素税（インプット）を限界削

減費用とみなして縦軸に、炭素税を課した際に削減される排出量（アウトプット）を横軸にプロット

したものである。図表 5 には、炭素税が課された際の低炭素排出への移行について、代表的な 2 つの

経路と推計方法をまとめた。1 つ目は「高炭素排出エネルギーの市場シェア低下」である。炭素税を課
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した際に、高炭素排出エネルギーの生産コストが上昇して、低炭素排出または排出しないエネルギー

に需要がシフトする。2 つ目は「エネルギー需要の減少」である。炭素税が導入されると、エネルギー

価格の上昇により、省エネルギーに対する投資が拡大してエネルギー効率が改善するため、エネルギ

ー全体の需要が減少する。 

 

図表 5 炭素税を課した際の低炭素排出への代表的な移行経路と推計方法 

 
（出所）日興リサーチセンター作成 

 

MARKAL モデルは、IEA（国際エネルギー機関）のプロジェクト ETSAP（Energy Technology 

Systems Analysis Program）のもとで開発が進められたモデルであり、GHG 排出量の制約下におい

て総コスト（各エネルギー分野の設備費や燃料費、メンテナンス費など）が最小となるエネルギーシ

ステムを設計するためのモデルである。モデルにおいて、GHG 排出量の制約を厳しくする（排出削減

量を増やす）ごとに総コストが増加する関係を利用し、各排出削減量に対応した総コストを連続的に

プロットすることで、限界削減費用曲線が作成される。MARKAL モデルでは、電気などの一部のエネ

ルギーの生産において、季節性や昼夜区分を考慮できる。これは風力発電や流れ込み式水力発電など

において、時期によって変動する生産コスト（単位生産量当たりのコストであり、生産量によっても

変動）に大きな影響を与える。MARKAL モデルの利用は 37 か国、77 機関となっており、利用先の多

くは発展途上国である7。 

 

TIMES モデルは MARKAL モデルの後継であり、ETSAP は、2008 年より新規の利用者に対して

TIMES モデルを推奨している（MARKAL モデルもサポートは継続）。TIMES モデルが MARKAL モデル

と異なる点は、期間を自由に設定できる点（MARKAL モデルは期間固定）や、季節性や昼夜、休・平

日区分を全てのエネルギー生産に適用できる点（MARKAL モデルは一部のエネルギーのみで休・平日

は考慮不可）などがある。 

 

3.3 トップダウンモデル 

トップダウンモデルはマクロ経済の分析に主眼を置いたモデルであり、限界削減費用は、消費や価

 
7 https://iea-etsap.org/index.php/etsap-tools/model-generators/markal 

移行経路 推計方法

高炭素排出エネルギーの

市場シェア低下

各エネルギーの生産コストを反映させた多項ロジットモデルに

よって市場シェアを推計。

エネルギー需要の減少

各セクターの経済活動指標やセクター内の構造変化、エネルギー

効率の向上に関する指標等を反映したモデル式によって、エネル

ギーの需要を推計。

https://iea-etsap.org/index.php/etsap-tools/model-generators/markal
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格、人口などの集計されたデータを用いて、生産量や効用と GHG 排出量の関係などから推計される。

本稿では、一般均衡理論を用いた CGE モデルと距離関数を用いた DDF モデルの 2 つのモデルを紹介す

る。 

 

（1）CGE（Computable General Equilibrium）モデル 

CGE モデルは、一般均衡理論の骨組みに実体経済のデータを加えたシミュレーション手法であり、

複数の財・産業など経済指標間の相互依存関係8を方程式として表し、その関係を分析するモデルであ

る。特徴は、財の消費者（家計）は予算制約等のもとで効用を最大化するように消費（需要）を決定

し、財の生産者（企業）は技術的制約のもとで利潤を最大化するように生産（供給）を決定するとい

う一般均衡理論に加え、政策分析を行う目的のために、環境制約（炭素排出量の制約等）などの通常

の一般均衡理論にはない制約条件を課す。そして、全ての財の市場で需要と供給が一致するように価

格が決定されるというメカニズムに基づいている。環境制約として、例えば、炭素排出量の制約を考

えると、制約がない場合と比較して炭素を排出する財・サービスの生産や消費は縮小する一方、脱炭

素設備への投資が増えれば、その資本財の生産が増え（経済活動も変化）、所得も増加するであろう。

CGE モデルはこうした経済指標間の相互作用が考慮されている点が長所である。CGE モデルにおける

限界削減費用は、炭素排出量の制約に伴う利潤や効用の減少分であり、理論上、制約のために排出量

に課される税や排出権の価格に等しくなる。 

 

CGE モデルはパラメータや制約条件、モデルの関数式などが各モデルによって様々であるが、本稿

ではその代表的なモデルとして、GREEN モデルと EPPA モデル、AIM/CGE モデルを紹介する。これら

のモデルは、新しい発電技術の考慮や電源区分の有無などに違いがあり、それによって GHG 排出量や

限界削減費用の推計結果も大きく異なると考えられる。 

GREEN モデルは、OECD が排出抑制対策による影響などを評価するために開発した CGE モデルであ

る。GREEN モデルでは世界経済を 12 の地域に分割、7 つのバックストップテクノロジー（代替エネ

ルギー）9を含む 15 の業種区分がある。GREEN モデルは OECD の 2020 年までの環境見通し（OECD 

Environmental Outlook to 2020）において活用されたのち、ENV-Linkages モデルに継承しており、

その後のバージョンは OECD の環境局 (Environment Directorate)で使われているほか、世界銀行に

よる研究などでも利用されている（OECD[2008]）。 

 

EPPA モデルは、マサチューセッツ工科大学（MIT）のジョイントプログラム（Joint Program on 

 
8  相互依存関係の例として、例えば、家計と企業において、家計から企業へと労働が提供され、その対価に家計は企業から資本

を受け取る。また、企業は生産を行い、それを家計へ提供することで、その対価に企業は家計から資本を受け取る、という事

が考えられる。 
9  バックストップテクノロジーは従来型燃料の代替という意味で使用されている。オイルサンド（あるいはタールサンド）のよ

うな GHG を排出するものと、バイオマスや太陽光等のような GHG を排出しないものがある。 
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the Science and Policy of Global Change）が開発した CGE モデルである。EPPA モデルは GREEN

モデルから派生したモデルであり、対象とする地域数は GREEN モデルの 12 から 18 に拡大している。

GREEN モデルと比較して、EPPA モデルは電源の違いや CCS（CO２を回収して貯留する技術）を組み

合わせた発電手法を考慮している。EPPA モデルはホームページにてプログラムのダウンロードを申請

することが可能10であるため、多くの研究・分析に利用されている。 

 

AIM/CGE モデルは、国立環境研究所を中心に国内外の研究機関 が共同で開発した、世界

（AIM/CGE[Global]） ま た は 日 本 （AIM/CGE[Japan]） を 対 象 と し た CGE モ デ ル で あ る 。

AIM/CGE[Global]は、世界を 24 地域に分割し、セクターは 21 個を想定している。EPPA モデルとの

違いとしては、電源で廃棄物や地熱を考慮している点などがある。また、AIM/CGE と技術選択（需要

を所与として総コストが最小となる技術を選択する）モデルである AIM/Enduse や簡易気候モデル

AIM/Climate などとの 統合によって、 個別の気候シナリオに対応した分析が可能である。

AIM/CGE[Global]は、IPCC において気候モデルの入力となる RCP（代表的濃度経路シナリオ）の推計

に用いられ、AIM/CGE[Global]の対象地域別に排出量を計算した（国立環境研究所[2010]）。また、

AIM/CGE[Japan]は、カーボンプライシングの定量化（国立環境研究所[2021]）などにも使用されて

いる。 

 

その他、均衡理論が用いられている代表的なモデルとしては、NGFS（気候変動リスク等に係る金融

当局ネットワーク）シナリオで利用されている REMIND-MAgPIE や MESSAGEix-GLOBIOM などがあ

る。当該モデルにおけるマクロ経済の構造は、一般均衡モデルで表現されており11、REMIND-MAgPIE

はドイツのポツダム気候影響研究所（Potsdam Institute for Climate Impact Research）が開発した

統合評価モデルであり、CGE モデルとエネルギーモデルを組み合わせた REMIND をはじめ、気候モデ

ルである MAGICC など 4 つの主要なモデルで構成される。このモデルでは気候モデルによる推計結果

（気候変動による経済的な損失を算出するための気温上昇値等）が REMIND にフィードバックされる。

MESSAGEix-GLOBIOM はオーストリアの国際応用システム分析研究所（International Institute for 

Applied Systems Analysis）が開発した統合評価モデルであり、エネルギーモデルである MESSAGE

を、MAGICC などの異なるモデルにリンクさせている。REMIND-MAgPIE との違いは、MESSAGEix-

GLOBIOM では気候モデルによる推計結果はフィードバックされない点である。また、近年のバージョ

ン12では、どちらのモデルも世界を 12 地域に分割しているものの、REMIND-MAgPIE は日本を単独の

地域として取り扱っているのに対し、MESSAGEix-GLOBIOM では日本をオーストラリアやニュージー

ランドと同じ地域に区分している点でも違いがある。その他、代替燃料や技術オプションの種類、技

 
10 https://globalchange.mit.edu/research/research-tools/human-system-model/download 
11 REMIND-MAgPIE は経済の表現などの特徴が異なる REMIND と MAgPIE が連結されている。経済の表現では REMIND が一

般均衡であるのに対し、MAgPIE は農業部門に関する部分均衡モデルである。 
12 NGFS[2023] , “NGFS Climate Scenarios Technical Documentation” 

https://globalchange.mit.edu/research/research-tools/human-system-model/download
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術変化の扱いなどにも違いがある。 

 

（2）DDF（Directional Distance Function）モデル 

DDF モデルは複数の組織の相対的な効率性を測定する手法の一つであり、気候変動に関わらず様々

な問題に活用されている。DDF モデルには複数のモデルが存在するものの、基本的な構造に大きな違

いはなく、本稿では、気候変動問題に対する応用として限界削減費用の推計方法を紹介する。なお、

本稿では DDF モデルの詳細な計算過程は省略する13。 

DDF モデルは「望ましい出力（アウトプット）の増加と、望ましくない出力の減少の両方を追求す

る。そして望ましい出力がこれ以上増加せず、かつ望ましくない出力がこれ以上減少しない点が、効

率的フロンティア上の点である。」というコンセプトのもと開発された（Wei[2020]）。 

 

図表 6 DDF モデルの概念図 

 
（出所）日興リサーチセンター作成 

 

DDF モデルの概念図を図表 6 に示す。ある企業の生産量（望ましい出力）が y、GHG 排出量（望ま

しくない出力）が b であり、これを点 B（ｙ,ｂ）とする。この時、GHG 排出量が b より小さい b’ で

同じ生産量 y を達成できる点がこの範囲に存在すれば、その観測点は効率的ではない。 

DDF モデルでは、生産と GHG 排出量の動く方向を定めるために方向ベクトル（ｇｙ,ｇｂ）を導入す

る。これは研究や政策の方向性に応じて決められる。ここで、現状の観測点B から効率的フロンティア

上の点 A までの距離を D で定義すると、D は効率的フロンティア上まで現状の生産量、GHG 排出量を

どのくらい増加、減少できるのかという度合いを意味する。この値が大きいほど、非効率性が大きく、

すなわち生産量を増加させ、GHG 排出量を減少させることのできる余地が大きいことを意味する。 

次に、生産物の価格ｐと GHG 排出量の価格（以下、炭素価格）ｑを導入し、企業の利潤を p・y－

q・b とする。これを最大化する関数 R は生産者である企業が得る最大の利潤であり、効率的フロンテ

ィアの接線に相当する。DDF モデルでは、効率的フロンティアまでの距離（非効率性）である D と、

 
13 詳細な計算過程は Wei[2020]や地球環境戦略研究機関[2012]などを参照されたい。 



日興リサーチレビュー 

 
10  本資料は、信頼性の高いデータから作成されておりますが、当社はその正確性・確実性に関し、いかなる保証をするものではございません。本資料

は、情報提供を目的としており、投資勧誘を目的としたものではございません。証券投資に関する最終判断は、投資家ご自身の判断でなさるようにお

願いいたします。本資料の著作権は当社に帰属し、本資料の転用および販売は固く禁じられております。 

この企業の最大の利潤を表す R の関係式を導出し、炭素価格 q について解くことで、炭素価格ｑが生

産額に対する GHG 排出量の相対価格で表すことができる（下記式）。 

 

𝑞 = −
𝜕𝐷 𝜕𝑏⁄

𝜕𝐷 𝜕𝑦⁄
∙ 𝑝 ≥ 0 

 

ｑ：炭素価格 

ｂ:GHG 排出量 

ｙ:生産量 

D:効率的フロンティアまでの距離（非効率性） 

ｐ：生産物の価格 

 

この導出で得た炭素価格 q は、「GHG 排出量を減らした際に失われる生産額」を示しており、限界削

減費用に相当する。具体的に確認すると、企業が生産額（①）を増やすと GHG 排出量が 1 単位増える

とした場合、排出量を一定に保つためには、GHG 排出量を 1 単位減らすのにかかる費用である限界削

減費用（②）が必要なため、企業の利潤は①－②となる。ここで、①>②の時は、企業は生産を増やし

②を支払う方が利潤は増えるため、生産を増やす。反対に①<②の時は、企業は生産を縮小させるだろ

う。従って、企業が経済合理性に基づいて行動する際、効率的フロンティア上では①=②となる。この

ように、限界削減費用は GHG 排出量の削減のために、（生産を行わないため生じる）失われる生産額

を反映している。 

DDF モデルは、地球環境戦略研究機関（IGES）において企業ごとの炭素価格や、効率的な経営を行

った際の排出削減量および売上高増加分の推計に用いられている（地球環境戦略研究機関[2012]）ほ

か、インド準備銀行（Reserve Bank of India）では環境外部性を考慮したうえでの TFP（全要素生産

性）成長率を推定する際、DDF を通じてフロンティアと比較した効率性の測定をしている（Joshi et 

al.[2023]）。 

 

４． 推計手法の比較 

本章では、①エキスパートベース、②ボトムアップモデル、③トップダウンモデルの 3 つについて、

それぞれの長所および短所14を挙げて比較を行う（図表 7）。 

 

 

 

 

 

 
14 近年、各手法の進歩により、本稿で述べる各分類の区別は曖昧になっていると指摘されている。 
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図表 7 推計手法ごとの特徴 

 
（注）各項目について、考慮または反映の可否、情報へのアクセスの良し悪しで判断。 

（出所）日興リサーチセンター作成 

 

①エキスパートベースは GHG 削減目標達成のための具体的な削減技術（対策）が明確で詳細もわか

るため、政策プランを立てやすく、改良のための対策や研究もしやすい。また、削減目標に合わせて

手段の追加や削除が容易であるほか、マクロ市場に反映されない技術も考慮することが可能である。

一方、短所としては副次的効果等（3.1 節参照）を算定することができずそれを費用から差し引いてい

ないケースがある点や、特定の産業や技術に対する補助金、税金で費用や削減量が変動する点が挙げ

られる。このほか、投資回収期間の前提によって設備投資費用が異なる点、各専門家によって算出基

準が異なる可能性や、積み上げる削減技術に限界がある点なども短所に挙げられる。 

 

②ボトムアップモデルは主にエネルギー分野を対象としたモデルで、しばしばトップダウンモデル

と対比されるが、トップダウンモデルと比較して、各エネルギー技術に関する詳細な情報を持つ点が

長所に挙げられる。また、ボトムアップモデルは技術革新による再生可能エネルギーの生産コスト減

少などを考慮することができる。一方で、エネルギー関連に限定されており、それ以外の削減手段が

考慮されていない点やマクロ経済のフィードバックを考慮できない点などが短所に挙げられる。 

 

③トップダウンモデルの長所は経済指標間の相互作用が考慮されている点である。例えば、エキス

パートベースやボトムアップモデルでは投資はコストとして計上されてしまうが、トップダウンモデ

ルであれば、投資は資本財を供給する企業の生産拡大、更にはその労働者等への分配や消費拡大を通

じて GDP を押し上げるため（投資額＋乗数効果）、便益としてコストを相殺する。一方、短所は限界削

減費用曲線のもととなる削減手段に関して詳細な情報がない点などが挙げられる。 

 

５． まとめ 

GHG 排出という負の外部性を内部化する方法としては、炭素税と排出量取引の 2 つがあり、その価

格の理論値算出には、一般に限界削減費用曲線が用いられることが多い。しかし、限界削減費用曲線

①エキスパートベース ②ボトムアップモデル ③トップダウンモデル

限界削減費用曲線の推計方法
各専門家が試算した個々の削減技

術（手段）の費用を用いる

エネルギー市場のモデルで、各エ

ネルギーの生産コスト等から推計

マクロ経済の分析に主眼を置くモ

デルで、生産量や効用とGHG排

出量の関係などから推計

削減技術の具体的な情報 ◎ 〇

技術革新 〇

経済指標間の相互作用 ◎
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の推計結果は手法によって大きく異なることから、推計結果の利用の際にはその手法の特徴や前提条

件などを把握しておく必要があろう。そこで本稿では、限界削減費用曲線について、代表的な推計手

法を分類・紹介した。 

本稿における推計手法は大きくエキスパートベースとモデルベースに区分しており、モデルベース

は更にボトムアップモデル、トップダウンモデル、ハイブリッドモデルに分けた。このうち、エキス

パートベースと、モデルベースのうちボトムアップモデルおよびトップダウンモデルについて紹介し

た。 

エキスパートベースは専門家が試算した個々の GHG 削減技術に係る削減費用を用いて限界削減費用

曲線を作成する。ボトムアップモデルはエネルギー分野を対象に GHG の制約とコスト・排出量の関係

を用いて限界削減費用曲線を作成し、トップダウンモデルはマクロ経済に主眼を置き、生産額や効用

と GHG 排出量の関係などから限界削減費用曲線を導出している。 

最後に、それぞれの特徴をまとめると、エキスパートベースは、個々の削減技術の特性を重視して

削減費用や削減量が評価されており、各技術を整理して可視化できるため分かりやすい。そのため、

具体的な導入技術を選定する際などには、エキスパートベースによる限界削減費用曲線が理解しやす

いだろう。ボトムアップモデルは、主にエネルギー分野を対象としたモデルであり、個々のエネルギ

ー技術の変化を記述できる上に、トップダウンモデルと比較して、各エネルギー技術に関する詳細な

情報を持っている。トップダウンモデルは、マクロ経済の分析に主眼を置くモデルであり、経済指標

間の相互作用を考慮できる。そのため、エキスパートベースやボトムアップモデルでは考慮すること

ができない、投資のプラスの面を考慮することが可能となっている。なお、紹介した推計手法のうち、

エキスパートベースと、トップダウンモデルである DDF モデルは、企業の炭素価格の推計も可能であ

る。 
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【Appendix】CBA と CEA との比較 

本稿の第 1 章では、炭素価格の理論値が限界削減費用曲線と限界損害費用曲線の交点であることや、

削減目標値が決まっている際にはそれと限界削減費用曲線との交点が炭素価格となることを説明した。

炭素価格の推計方法として、前者のアプローチは CBA15（Cost Benefit Analysis）、後者のアプローチ

は CEA16（Cost Effectiveness Analysis）と呼ばれている17。ここでは CBA と CEA を比較し、違いや

採用状況を確認する。 

  

図表 8 CBA と CEA の炭素価格算出手法の違い 

 
（出所）日興リサーチセンター作成 

 

両アプローチとも限界削減費用曲線は共通しているが、CBA は限界損害費用曲線も算出するため、

その分 CEA に比べてより広範囲の分野を扱う。加えて、不確実性の高い変数として指摘されている気

温上昇値や物理的被害額などのデータ18を扱っていることから、より不確実性の大きいモデルであると

いえよう。また、CBA では算出された炭素価格は GHG 削減目標値と関係なく決定されるのに対して、

CEA は GHG 削減目標値との整合性が高い。 

そのため、CO2 削減量の目標値を既に設定している政府が導入する炭素税や、政策の影響を受けや

すい排出量取引の適正価格の推計等では、CEA が有用といえよう。実際に、イギリス政府やフランス

政府、アイルランド政府などでは、CEA と CBA を比較したうえで、不確実性や、GHG 削減目標値との

整合性の観点から、CEA を採用している。 

 
15 このほか、SCC（social cost of carbon）アプローチや MDC（marginal damages cost）アプローチなどとも呼ばれる。 
16 このほか、MAC（marginal abatement cost）アプローチなどとも呼ばれる。 
17  ここでは、IPCC（気候変動に関する政府間パネル）の「1.5℃特別報告書」や、ニューヨーク州政府（New York State 

Energy Research and Development Authority (NYSERDA)）の資料（Estimating the Value of Carbon Two Approaches）

等で紹介されているアプローチについて論じている。 
18 CBA で用いている気候感度（CO2 濃度が倍増した際の長期的な地表の温度変化）や温暖化による物理的被害額などが不確実性

の大きい変数として指摘されている。 
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